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輸送力が鉄道と路線バスとの間となる中量旅客輸送システムを対象に，製造/使用/廃棄のライフサイクル（以

降，LC）の各段階及び地域特性（平均気温・勾配）や車両特性（回生機能・車両の電動化）を考慮した CO2 排

出量の推計手法を構築した．これを用いて，各種輸送システムについて実際のデータを調査・取得した上で電力

消費量との関係を分析し CO2 排出量を推計し，各特性の違いが LC-CO2 に与える影響を明らかにした．その結

果，一般な車両ではLC-CO2排出量の多くを車両の走行時に排出量が占めるが，本推計の結果，中量旅客輸送シ

ステムにおいては輸送量が輸送力に対して小さい場合，車両走行時排出量がLC-CO2に占める割合は半分以下と

なる場合が生じることがわかった．加えて，地域特性及び車両特性は車両走行時だけでなく，LC 全体の排出量

にも無視できない影響を及ぼす可能性を示した． 

 

Key Words: Medium Capacity Passenger Transport, CO2 emission, LCA(Life Cycle Assessment), Region and 
vehicle characteristics  

 

1. はじめに 
 

(1) 研究の背景 
日本の運輸部門の CO2排出量は全体の約 2割を占め

る．その主な削減策の一つとして，旅客交通の自動車

から公共交通への転換がある．一方で，日本の中規模

都市の幹線区間においては，バスでは輸送力が不足し，

鉄道の導入は採算面の理由から難しいことが一般的で

ある．このような地域では，鉄道とバスの間の輸送力

を有する中量旅客輸送機関の導入が考えられる．この

ように，需要量に応じた交通機関を導入することによ

り，コスト面だけではなく CO2をはじめとした環境面

においても適切な旅客輸送システムを構築することが

できる．加えて，公共交通への転換による CO2削減効

果を評価することは，環境面からの適切性を評価する

上で不可欠である．しかし，中量旅客輸送機関は様々

な種類があり地域特性によって利用の状況も異なるた

め，効果を単純に評価し示すことができない．そのた

め，自治体や事業者が環境面も考慮しつつ，どの輸送

機関を導入するべきかを検討するためには，導入地域

の需要量や地形・気候条件などを考慮できる CO2排出

量評価手法が必要である． 

 

(2)研究の目的 
本研究では，主な中量旅客輸送システムを対象とし

て，LCを考慮したCO2排出原単位を整備し，中量旅客

輸送システムの導入による CO2排出量の把握，及び地

形・気候などの地域特性と輸送機関ごとの車両特性の

違いによる CO2排出量の変化を定量的に示す方法論を

構築する．さらに上記の結果を踏まえ，自治体や交通

事業者などが利用可能な CO2排出量簡易推計手法及び

ツールの構築に資することを目的とする． 
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2. 中量旅客輸送システムのCO2排出量評価手法

と研究の位置づけ 
(1)LCA(Life Cycle Assessment) と SyLCEL(System 
Life Cycle Environmental Load) 
一般的に，輸送機関のCO2排出量について考える際

は，車両走行時に排出されるCO2のみに注目されるこ

とが多い．しかし実際には，その車両の製造や廃棄の

際に投入した素材やエネルギーに起因するCO2排出量

も考慮すべきであり，これを評価する手法がLCA 
（Life Cycle Assessment）である． 

さらに，輸送機関だけでなく輸送システム全体（車

両・インフラ構造物）のライフタイム全負荷を考慮す

る概念が SyLCEL（System Life Cycle Environmental Load）

である（加藤ら 2009）． 

 

(2) 既往研究の整理と本研究の位置づけ 
中量旅客輸送機関及びシステムに関する既往研究を

見ると，長田ら（2006）は，中量旅客輸送システムを対

象に SyLCEL分析を行っている．森田ら（2011）は，

鉄道整備に伴う自動車交通への影響も考慮し，環境面

からの整備効果を評価している．しかし，既往研究に

おいて，地域特性や車両特性などの違いがどの程度

CO2排出量に影響を与えるのかについて分析を行って

いる事例は見られない．さらに，自治体や事業者が地

域の交通需要や気候，車両特性，走行条件などを考慮

して CO2排出量評価を行うには，取得の難しいデータ

も多い． 

そのため本研究では，LC-CO2排出量の簡易推計シス

テムを構築し，地域特性や車両特性などの変動要因の

影響を考慮した CO2排出量を推計・比較することで，

今後の輸送システムの導入における環境・交通施策の

検討に資する知見を得ることを目指す． 
 
 
3. 中量旅客輸送システムの LC-CO2 排出量推計

方法 
(1) 対象機関 
本研究の対象として国内で運行されている中量旅客

輸送システムの LRT（Light Rail Transit），BRT（Bus Rapid 

Transit），AGT（Automated Guideway Transit），GWB

（GuideWay Bus），懸垂式モノレール（以降，懸垂式），

跨座式モノレール（以降，跨座式）を設定した．なお，

これらの対象旅客輸送システムの輸送量変化における

LC-CO2排出量の比較対象として地下鉄を設定した． 

 
(2) SyLC-CO2排出量 
本研究では，輸送システム mの SyLC-CO2排出量

𝐸[g-CO2/人 km]を式(1)で推計する． 

𝐸 = #
𝑣! × 𝑥
𝑇" × 𝑃

) + #
𝑖! × 𝑦
𝑇# × 𝑃

) + #
𝑣$
𝑝 ) + #

𝐼$
𝑃) (1) 

𝑣!：車両製造時 CO2排出原単位[g-CO2/台]，𝑥：想定区
間での必要車両台数[台]，𝑖!：インフラ建設時CO2排出

原単位[g-CO2/m，本，駅]，y：想定区間での各インフラ
構造物投入量[m，本，駅]，𝑣$：車両走行時CO2排出原

単位[g-CO2/台 km]，𝐼$:インフラ運用時 CO2排出量[g-
CO2/day]，𝑇：車両及びインフラ構造物のライフタイム
[day]，𝑃：1日当たり輸送量[人 km /day]，𝑝：車両 1台
あたりの乗車人数[人/台] 
 

なお，車両及びインフラの廃棄段階の CO2排出量の
場合は，長田ら（2006）などにより無視できるほど小さ

いことが示されており，本研究でも含めない． 

 

(3) 車両及びインフラ構想物のライフタイムの設定 
本研究では車両とインフラ構造物のライフタイム

[year]を表-1のように設定する． 

 
表-1 インフラ構造物と車両のライフタイム(LT) [単位：year] 

インフラ構造物名 LT 旅客輸送車両 LT 
軌道,コンクリート枕木 20 BRV，GWB 15 
鉄柱,コンクリート柱 45 LRT，AGT，地下鉄 15 

高架橋 30 懸垂式・跨座式モノレール 15 
高架・地下駅,トンネル 60 - - 

 

(4) LC 各段階でのCO2排出原単位の整備 
a) 車両製造時CO2排出原単位（𝑣!） 
車両/インフラ製造時CO2排出原単位は，投入資源ご

とに投入量と素材の CO2排出係数を乗じたものを合計

して算出する．しかし，事業者にヒアリングを行った

結果，車両の資源量を数値データとして取得すること

はできなかった．そこで本研究では，車両重量に各素

材の排出原単位を乗ずることで車両製造時 CO2排出原

単位を推計した(𝑣!"，𝑣!#)． 
さらに，LCA データベース IDEA 注 1)（以降，IDEA）

のステンレス車両の製造費用あたり CO2排出原単位に

各輸送機関の車両製造費用を乗ずることで CO2排出原

単位を推計し(𝑣!$)，𝑣!"と比較した． 

b) インフラ建設時CO2排出原単位（𝐼!） 
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車両と同様にインフラ構造物の資源投入量データは

入手できなかったため，事業者の工事誌に記載されて

いる駅施設などのインフラ構造物の断面図から資源投

入重量を算出し，各素材の CO2排出係数を乗じること

で𝐼!を算出した．駅部のうち，断面図からの資源投入量
の推計が困難な場合は森田ら（2011）の値を用いた． 

c) 車両走行時CO2排出原単位（𝑉$） 
⾞両⾛⾏時 CO2排出原単位 𝑉$[kg-CO2/台 km]は，輸

送機関の車両一台あたり走行原単位[kWh/台 km (L/台

km)]に電力(燃料)の排出原単位を乗じて算出した． 

d) インフラ運用時CO2排出原単位（𝐼$） 
駅の照明や信号などの運用による電力消費量は駅の

規模によって異なるため，取得した電力消費量データ

をそのまま CO2排出原単位として用いるのは適切では

ない．そこで本研究では，各輸送機関の車両走行時の

電力消費量に対する走行時以外の電力消費量の比率𝑧

を用いてインフラ運用時CO2排出量を推計する．a)~c)

の考え方に基づいたCO2排出原単位推計結果を表-2に
示す． 

 

(5) LC 各段階でのCO2排出量推計手法 
a) 車両製造時CO2排出量（𝐸"!） 
車両製造時CO2排出量𝐸"!の推計手法を式(2)に示す．

ただし，必要編成数の推計については，長田ら（2006）

を参考にした． 

𝐸!" =
𝑣" × 𝑥
𝑇! × 𝑃

 (2) 

b) インフラ建設時CO2排出量（𝐸%!） 
インフラ建設時CO2排出量𝐸%!を式(3)に示す． 

𝐸!" =
∑ 𝑖" × 𝑦𝑇#

𝑃  (3) 

式(7)における各インフラ構造物投入量𝑦は，対象事業
者の駅及び付帯構造物の建設間隔を取得し，10[km]区

間での資源投入量を算出した．また運行間隔に応じて

軌道部を単線/複線に変更させた． 

c) 車両走行時CO2排出量（𝐸"$） 

各時間帯の車両走行時 CO2排出量𝑒#[g-CO2/人 km]の

推計手法を式(4)に示す． 

𝑒# =
𝑣$
𝑝 =

𝑣$
車両定員𝑐 ×混雑率𝑠

 (4) 

長田ら（2006）を参考に，1日需要量の分布を朝ラッシ

ュ時（1h），夕ラッシュ時（2h），平常時（15h）とした．

各時間帯の混雑率𝑠は，以下のように設定した． 

・ 朝ラッシュ時：中量輸送機関の最大混雑率データの
平均及びバスと電車の最大混雑率の違いを考慮し，

BRTとGWBは s=1.0，それ以外を s=1.2とする． 

・ 夕ラッシュ時と平常時：参考にできるデータがない
ため，式(5)と式(6)を用いて推計した． 

混雑率𝑠′ =
需要量

輸送力
=

需要量

各時間帯運行本数×編成定員
 (5) 

各時間帯運行本数 =朝ラッシュ運行本数

×朝ラッシュとの運行本数比 
(6) 

4章では，各機関の終日混雑率の平均値0.4を考慮し，

夕ラッシュ時と朝ラッシュの運行本数比を 0.8，平常時

の運行本数比を 0.6とした（終日混雑率 s’=0.41）．以上

を踏まえ，各時間帯走行時 CO2排出量を推計し，各時

間帯の長さから加重平均をとって𝐸"$を推計した． 

d) インフラ運用時CO2排出量(𝐸%$) 

𝐸%$は，車両走行時CO2排出量にインフラ運用時比率

z（表-3）を乗じて推計する．比率 zは各事業者の駅電

力消費量及び走行時電力消費量から算出する．GWBと

BRT は走行時電力消費量を算出しないため，長田ら

（2006）を参考に駅などの構造が近い AGTと LRTの

インフラ運用時電力消費量に等しいとした．  

 

表-3 車両走行時電力消費量との比率 z 
輸送機関 比率 z 輸送機関 比率 z 

LRT 0.05 跨座式 0.61 
AGT 0.79 懸垂式 0.66 

表-2 輸送機関ごとのCO2排出原単位 (懸垂式：懸垂式モノレール， 跨座式：跨座式モノレール) 
 車両製造時𝑣"$，	𝑣"%，𝑣"& 車両走行時𝑣' インフラ建設時𝑖" 

旅客輸送機関 
素材：ステンレス 素材：アルミ 走行原単位 軌道(単線) 支柱/架線柱 駅 

費用[kg-CO2/台] 素材[kg-CO2/台] 素材[kg-CO2/台] [kg-CO2/台 km] [kg-CO2/m] [kg-CO2/本] [kg-CO2/駅] 

LRT 3.94× 10( 5.06× 10( 1.16× 10) 0.39 5.48× 10% 2.85× 10% 1.47× 10( 
懸垂式 5.41× 10( 6.94× 10( 1.59× 10) 0.59 2.34× 10& 2.52× 10( 3.81× 10* 
跨座式 8.90× 10( 1.14× 10) 2.62× 10) 0.89 6.63× 10% 1.00× 10( 3.81× 10* 
BRT - 3.16× 10( 1.48× 10) 0.92 4.81× 10% - 3.85× 10& 
GWB - 3.16× 10( 1.48× 10) 1.02 8.69× 10% 8.82× 10& 3.81× 10* 
AGT 3.26× 10( 4.18× 10( 9.58× 10( 0.43 1.02× 10& 8.82× 10& 3.81× 10* 
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4. 中量旅客輸送システムの SyLC-CO2簡易推計

手法 

(1) 簡易推計ツールの構築 
3,4章の考え方に基づき，事業者が用いることのでき

るような簡易推計ツール（表-4）を構築した． 

表-4に示すように，事業者は導入検討する輸送機関
の諸元値及び駅数や路線長，想定輸送量だけを入力（a

～k）することによって簡易的に対象となる中量旅客輸

送システムの SyLC-CO2排出量が推計可能となる． 

一方，事業者が自社のインフラ構造物についてそれ

ぞれ原単位を整備し推計を行う場合，表-4に示した以
外にもデータが必要になる．事業者が自社の輸送シス

テムを推計するにあたって必要となるデータを表-5と
表-6に整理した． 

次に，ある想定区間で各需要量を輸送するときの各

輸送機関の SyLC-CO2排出量を実際に推計した．中量

旅客輸送システムの SyLC-CO2排出量推計時の想定区

間の設定値を表-7に示す． 

(2) 簡易推計ツールを用いたSyLC-CO2排出量推計 
本研究の推計時には，表-4の a,bのみ設定し，c~fは

ヒアリング結果により取得した輸送機関ごとの諸元値

を用いた．今回は，g~kについては，実値が不明である

として，3章の考え方を用いてそれぞれ推計した． 

推計結果を図-1に示す． 

表-4 事業者向けの輸送機関のCO2排出量簡易推計表 
輸送機関 ex. LRT （事業者が選択） 

評価対象範囲 車両製造・走行 / インフラ製造・運用 
評価要素 ライフサイクル環境負荷排出量[人 km あたり] 

 
 

事業者入力欄 
 

路線長[km] 輸送人員[人/編成] 車両重量[kg/編成] 車両定員[人/編成] 編成車両数[台/編成] 表定速度[km/h] 

a b c d e f 
朝ラッシュ(1h) 

運行本数[本/h] 

夕ラッシュ(2h) 

運航本数[本/h] 

平常時(15h) 

運航本数 [本/h] 

駅数 

[駅] 

路線数 

[本] 
- 

g h i j k - 
CO2排出量 
推計結果 

車両製造 インフラ建設 車両走行 インフラ運用 SyLC-CO2排出量 

α β γ Δ α+β＋γ＋Δ 

 
表-5 中量旅客輸送システムのCO2排出原単位の簡易推計式とデータ 

 推計式 データ入手先 

車両製造時	𝑉! 𝑉! = 𝑢" × w" 
 

・ 𝑢"（車両の投入素材の重量あたりCO2排出係数）： 
→LCA データベース IDEA， 
→環境省「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出時算定のための排出原単位データベース
(ver.2.5) 

・ 𝑤（車両重量データ） →事業者の車両諸元表より取得，付加の場合は既往の原単位を使用 
インフラ建設時𝐼! 𝐼! = 𝑢# × w# ・ 𝑢#（インフラ構造物の投入素材の重量あたりCO2排出係数） →𝑢"と同様 

・		w#（投入素材の投入重量） 
→工事誌の構造物断面図より推計，不可の場合は既往原単位を使用 

車両走行時 𝑉$ 𝑉$ = 𝑢 × k ・ 𝑢（1km 走行時電力(燃料)排出量）： 
→事業者の一定期間の電力消費量及び走行距離データより算出 

・ k(電力,燃料のCO2排出係数) →LCA データベース IDEA，環境省HP「電気事業者別排出係数」 
 

表-6 中量旅客輸送システムのCO2排出量の簡易推計式とデータ 
 推計式 データ入手先の候補 

車両製造時 
𝐸"! 𝐸"! =

𝑉! × 𝑥%

𝑇"% × 𝑃
 

・ 𝑥（想定区間での必要車両台数 →車両諸元値より推計可能（4 章(1)節参照） 
・ T（車両のライフタイム） →既往研究及び事業者へのヒアリング 
・ 𝑃（1 日あたり輸送量） →事業者ごとの輸送量データ，鉄道統計年報 

インフラ建設時
𝐸&! 𝐸&! =

∑ 𝐼! × 𝑦
%

𝑇#%

𝑃
 

・ 𝑦（各インフラ構造物投入量） →事業者へのヒアリング及び工事誌より算出可能 
・ 𝑇（各インフラ構造物のライフタイム） →既往研究及び耐用年数表などより取得可能 

車両走行時 
𝐸"$ 𝐸"$ =

𝑉$
𝑝
		=

𝑉$
𝑐 × 𝑠

 
・𝑐（車両定員） →事業者の車両諸元表より取得可能 
・S（各時間帯混雑率） →各時間帯の実際の乗車率より取得可能 

インフラ運用時
𝐸&$ 𝐸&$ =

𝐶#$ × 𝑘
𝑃

 
・𝐶#$（インフラ運用時電力消費量） →事業者の 1 日平均電力消費量 
・k（電力のCO2排出係数） →LCA データベース IDEA，環境省HP「電気事業者別排出係数」 

 

 
 

表-7 SyLC-CO2推計時の想定区間の設定値 
設定輸送量 a: 

6,000[人/day](参考:LRT) 
設定輸送量 b: 

30,000[人/day](参考:AGT など) 
車両素材：ステンレス（電車），鉄鋼（バス車両） 

車両定員，電費，駅間距離など：各輸送機関の値を参照 
 

 
 

図-1  中量旅客輸送システムのCO2排出量推計結果 
（a：輸送量 6,000[人/day]，b：輸送量 30,000[人/day]） 
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輸送量が少ない場合（輸送量 a：6,000[人/day]），車両

走行時およびインフラ建設時 CO2排出量が SyLC-CO2

全体において大きな割合を占めるが，輸送量が多い場

合（輸送量 b：30,000[人/day]），SyLC-CO2の内，ほとん

どをインフラ運用時及び車両走行時 CO2排出量が占め

る．これはインフラ投入量の増加を考慮しなければ，

輸送量の増加に伴い人 km あたりインフラ建設時 CO2

排出量が単調減少する一方で，人 km あたりインフラ

運用時及び車両走行時 CO2排出量はほとんど変化しな

いためである． 

 

 

5. 地域特性・車両特性の影響分析 
 

(1) 地域特性の影響分析 
a)需要量の違い 
図-2に示すように，輸送量が増加するにつれて人 km

あたり SyLC-CO2排出量は減少する．ただし，輸送量が

増加していき軌道部が単線から複線に変化した場合，

軌道部のインフラ建設時 CO2排出量の増加によって一

時的に SyLC-CO2排出量は増加する輸送システムが見

られる．一方，比較的輸送量の多い領域において単線

から複線になる輸送システム（跨座式モノレール，地

下鉄など）はインフラ建設時 CO2排出量の増加分が小

さいため，SyLC-CO2は大きくは変化しない． 

b) 気温による影響 
事業者にヒアリング調査を行い，取得した電力消費

量データの中で特に相関が強くサンプル数も多い跨座

式モノレールの結果を用いて，𝑦:電力消費量，𝑥:平均気

温として回帰分析を行った． 

跨座式モノレールの導入地域の年間平均気温（15[℃]）

と北海道，沖縄の平均気温（9.2[℃]，23.3[℃]）を得ら

れた回帰式へ代入し，導入地域の電力消費量と比較し

た結果，北海道では約 7[%]，沖縄では約 3[%]の電力消

費量の増加が見られた．同様に走行減単位も北海道と

沖縄に導入した場合増加するとして，北海道及び沖縄

に跨座式モノレールを導入した際の SyLC-CO2排出量

を推計したところ，基準地域(15[℃])での SyLC-CO2排

出量と比較して北海道では 3～6[%]，沖縄では 1～

3[%]SyLC-CO2排出量が増加した． 

 

 

c) 勾配による影響 
交通事業者を対象にヒアリング調査を行った結果，

走行時の勾配に関わるデータが整備されていなかった

ため，著者が直接走行実証事件を通じてデータを取得

した．懸垂式モノレールに乗車し，走行中の運転席の

様子（電流計/電圧計/速度計）を撮影した．撮影データ

から一定間隔（t=5[s]）ごとに電流 Ai，電圧 Vi，速度 vi，

計測した時刻での位置を計測し，式(7)を用いて計測タ

イミング iでの電費 Fiを算出した． 

𝐹# =
𝐿#
𝐶#
=

𝐿#
𝑡
2 (𝑊# +𝑊#$%)

=
𝐿#

𝑡
2 (𝑉#𝐴# + 𝑉#$%𝐴#$%)

 (7) 

Li:5[s]間での移動距離[km]，Wi:消費電力[kW]， 

Ci:電力消費量[kWh] 

 

各時刻での路線勾配∆[‰]と車両速度 viを説明変数

𝑥%，𝑥&とし，瞬間電費を従属変数 y として回帰分析を

行った．この得られた回帰式を用いて，定速運行する

場合と，一定加速度𝑎で走行する場合での電力消費量の
違いを分析した．ただし，車両の区間内平均速度𝑣:を

30[km/h]とし，∆を 0[‰]から100[‰] の範囲で変化さ
せた．推計結果を図-3に示す． 

推計結果，勾配が急な範囲（約 40‰-100‰）では，

走行原単位の増加率が 10%近くと無視できない変化を

示し，急勾配区間における定速運行の重要性が示された． 

 
図-2 輸送量の変化に伴う SyLC-CO2排出量の変化 

 

 
図-3 勾配の異なる区間における運転加速度が 

走行原単位に及ぼす影響 
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(2) 車両特性の影響分析 
a) バス車両の電動化による影響 

BRT，GWBの動力が軽油から電気になった場合にお

ける各輸送量（a.6,000[人/day]，b.30,000[人/day]）での

SyLC-CO2排出量を推計し，軽油の場合と比較を行った．

ここで電動バスの走行原単位は，松田ら（2019）の値を

重量換算し用いた．バス車両の動力の電気化により

BRT，GWBの走行時CO2排出量は大きく減少した．電

動化した場合のBRT，GWBの SyLC-CO2排出量推計結

果を他の輸送システムと比較すると，BRTはLRT以下，

GWBもAGTやモノレールと同程度か下回るまで減少

している． 

b) 回生による影響 
事業者より取得した回生率及び電力消費量データよ

り，回生機能がCO2排出量に及ぼす影響を分析した． 

LRT の回生導入車両の走行時電力消費量（以降，走

行原単位）は，回生導入前と比べて 15～30[%]，跨座式

モノレールでは電力消費量の約 10[%]が削減されてい

ることが分かった．ただし，回生率は抵抗器鵜の性能

だけでなく，電車の発着タイミングなどにも左右され

るため，本研究では各輸送機関の走行原単位が回生機

能により 10[%]及び 30[%]減少した時のSyLC-CO2排出

量の変化を推計した． 

図-4 に示すように，輸送量 6,000～60,000[人/day]の

範囲で回生の影響により，各輸送機関の走行原単位

[kWh/km]が 10[%]減少した場合は SyLC-CO2排出量が

3～9[%]，30[%]減少した場合は 7～25[%]減少した．加

えて，回生の有無や回生率によっては輸送システムの

SyLC-CO2排出量の大小が逆転しうることがわかった． 

 

 

6． おわりに 
 
本研究では，中量旅客輸送機関の LC-CO2排出原単

位を整備し，輸送量に応じたシステム全体の CO2排出

量（SyLC-CO2）の推計を行った．その結果を踏まえ，

輸送システムの SyLC-CO2排出量簡易推計手法の構築

しを行った．続いて，車両走行実験および事業者より

取得したデータをもとに，車両走行時 CO2排出量の地

域特性・車両特性による影響を評価する手法を構築し，

SyLC-CO2を推計した．その結果，気候（気温）や地形

（勾配）によって SyLC-CO2排出量に差が出ることが

分かり，起伏の多い路線におけるエコ運転方法や施策

などの検討に資する知見が得られた．さらに，車両の

電動化や回生の重要性が示唆された． 

これらの結果から，同じ輸送機関でも地域特性・車

両特性の違いが SyLC-CO2排出量に無視できない影響

を及ぼす可能性を示し，事業者ごとに CO2排出量を評

価する必要性が示唆された．このことは，交通機関の

関係者・事業者や自治体等が実務レベルで中量旅客輸

送機関及びシステムの導入時や導入を検討する際に，

各中量旅客輸送機関及びシステムの CO2排出量及び増

減効果を客観的に評価できるとともに，CO2排出量削

減のための施策を考慮できる簡易推計手法構築の重要

性を示唆する． 

本研究で用いた原単位及びそれらを元にした簡易推

計ツールで使用した値は元々整備されていなかったた

め，本研究では限られたデータの中で推計ツールを構

築し，車両特性に関わる一部データにおいては実証実

験を通じてデータを補完し SyLC-CO2排出量の推計を

行った．そのため，本研究で行った推計だけでは輸送

機関ごとの地域及び中量旅客輸送機関・システム導入・

検討のための地域特性・車両特性等の影響を十分に反

映できたとは言えない．よって，今後は本研究で構築

した手法を用いて，各影響要因に対し輸送機関ごとに

データを取得し，分析を行う必要がある． 

 
回生による電力削減率 10% 

 
回生による電力削減率 30% 

図-4 回生導入による SyLC-CO2排出量の変化 
 (上：削減率 10%，下：削減率 30%) 
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注1) LCI データベース IDEA version2．3(2019/12/27)，国立研

究開発法人産業技術総合研究所安全化学研究部門

IDEA ラボ一般社団法人サステイナブル経営推進機構 

https://sumpo.or.jp/consulting/lca/idea 
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